
日 銀 業 第 １ １ 号

２０２２年１月２５日

国債振替決済制度参加者 御中

日 本 銀 行 業 務 局

「国債振替決済制度に関する規則」第４１条に定める報告書類の日本銀行所定のファイル

による提出への切り替え等について 

 「「国債振替決済制度に関する規則」第４１条に定める報告書類の押印の不要化および提

出方法の変更（電子メールによる提出）について」（２０２１年５月２０日付日銀業第２４

６号。以下「５月通知」といいます。）によりご連絡したとおり、参加者から日本銀行に提

出していただく次の報告書類（以下「報告書類」といいます。）の提出方法を電子メールと

しましたが、これに関し、追加でご対応いただきたい事項を１．のとおり、ご留意いただき

たい事項を２．のとおりご連絡します。 

①「国債振替決済元利金配分額内訳報告表」（「国債振替決済制度に関する規則」（以下「振

決規則」といいます。）第１６号書式）

②「国債振替決済非居住者等非課税制度適用国債報告表」（振決規則第１７号書式）

③「国債振替決済業態別内訳額報告表」（振決規則第１８号書式）

１．報告書類（書類①～③）の日本銀行所定のファイルによる提出への切り替えについて 

（１）現行、報告書類は、振決規則の書式（ワードファイル）のほか、参加者において当該

書式により作成するエクセルファイル等により提出していただくことも可能としてい

るところですが、提出期限を下表に掲げる日付以後とする報告書類については、これら

のファイルによる提出を取り止め、日本銀行所定のエクセルファイル（以下「日本銀行

所定のファイル」といいます。）により提出していただきますよう、お願いします。 

書類 提出期限 備考

① ２０２２年９月１０日 ２０２２年８月支払分

②
２０２３年４月１５日 ２０２３年３月末現在分

③



―― 提出期限を上表に掲げる日付以後とする報告書類の提出について、日本銀行所定のファ

イルを使用できないことが見込まれる場合には、後掲の照会先までご連絡ください。 

―― 提出期限を上表に掲げる日付より前とする報告書類についても、実務上の準備が整い次

第、日本銀行所定のファイルによる提出を開始していただきますよう、お願いします。 

（２）日本銀行所定のファイルは、日本銀行ホームページの「業務上の事務連絡」―「国債

振替決済制度関連」―「国債振替決済事務取扱手引（参加者用）」に掲載しております。 

―― 振決規則の書式（ワードファイル）については、引続き日本銀行ホームページ（「決済・

市場」―「国債振替決済制度」―「国債振替決済制度に関する規則」）に掲載しております

が、提出にあたっては、日本銀行所定のファイルを使用していただきますよう、お願いし

ます。 

（３）報告書類の提出方法については、電子メールから今後稼動開始予定の業務オンライン

への移行（２０２２年度中を予定）を検討しておりますが、報告書類の提出にあたって

は、電子メールによる提出時と同様に、日本銀行所定のファイルを使用していただくこ

とを想定しております。 

―― 業務オンラインの詳細につきましては、「BOJ-Info サブシステム「業務オンライン」に

よる書面授受に向けたご検討のお願い」（２０２１年１１月５日付日銀業第５８４号）をご

参照ください。 

２．「国債振替決済非居住者等非課税制度適用国債報告表」（書類②）の電子メールによる

提出について 

「国債振替決済非居住者等非課税制度適用国債報告表」（書類②）は、年に１回、報告

対象となる計数が「０」である場合であっても提出していただくもので、電子メールによ

る初回の提出は、提出期限を２０２２年４月１５日とするものとなりますので、ご留意く

ださい。 

―― 電子メールによる提出については、５月通知をご参照ください。 

 

＜本件に関する照会先＞ 

日本銀行業務局総務課営業・国債業務企画グループ 03-3279-1111（代表） 

上山（内線：6073）、川島（内線：6081） 

以  上 


